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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 【連結経営指標等】 

  

 
(注) １．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第34期中において、株式会社ヴィクトリア、株式会社プラスタス及びゼビオインシュアランスサービス株式

会社を新たに連結の範囲に含めております。 

３．第35期中において、平成18年４月１日付で株式１株を1.5株に分割しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第33期中 第34期中 第35期中 第33期 第34期

会計期間

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 46,672 50,368 63,293 96,749 121,048

経常利益 (百万円) 4,190 4,082 5,471 8,779 11,112

中間(当期)純利益 (百万円) 973 2,435 3,087 3,392 6,996

純資産額 (百万円) 66,189 68,686 75,142 67,811 72,919

総資産額 (百万円) 90,746 105,870 110,812 95,754 117,106

１株当たり純資産額 (円) 2,149.22 2,252.49 1,640.51 2,208.88 2,387.14

１株当たり中間 
(当期)純利益金額

(円) 31.45 79.39 67.41 109.69 228.18

潜在株式調整後１株当た
り中間(当期)純利益金額

(円) 31.41 79.33 67.31 109.68 227.98

自己資本比率 (％) 72.9 64.9 67.8 70.8 62.3

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △3,184 700 △2,166 △109 11,953

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △881 △200 △5,571 △1,724 △2,278

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,281 △1,652 △721 △2,090 △2,057

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(百万円) 25,510 25,751 26,081 26,904 34,529

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数)

(人)
627

(2,989)
1,073
(3,461)

977
(3,740)

620
(3,136)

997
(3,735)



(2) 【提出会社の経営指標等】 

  

 
(注) １．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間(当期)純利益金額」及び「潜在株式調整後１株当たり中間(当

期)純利益金額」については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

３．第35期中において、平成18年４月１日付で株式１株を1.5株に分割しております。 

  

回次 第33期中 第34期中 第35期中 第33期 第34期

会計期間

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 46,442 50,126 50,642 96,215 103,558

経常利益 (百万円) 4,169 4,052 5,125 8,703 9,596

中間(当期)純利益 (百万円) 959 2,417 2,959 3,346 5,424

資本金 (百万円) 15,935 15,935 15,935 15,935 15,935

発行済株式総数 (株) 31,940,682 31,940,682 47,911,023 31,940,682 31,940,682

純資産額 (百万円) 66,563 69,009 73,783 68,152 71,688

総資産額 (百万円) 90,916 93,012 97,565 95,879 101,577

１株当たり配当額 (円) 15.00 17.50 15.00 35.00 40.00

自己資本比率 (％) 73.2 74.2 75.6 71.1 70.6

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数)

(人)
597

(2,951)
564

(3,077)
569

(3,267)
586

(3,095)
560

(3,234)



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内容に重

要な変更はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。 

  

 
(注) 議決権の所有割合の( )内は、間接所有割合を内数で記載しております。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 【連結会社の状況】 

平成18年９月30日現在 

 
(注) １．従業員数は就業人員(当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出

向者を含む。)であります。なお臨時雇用者数は、パートタイマー及びアルバイトの１日実働８時間換算人

員を( )内に外数で記載しております。 

２．サービス事業は、事務サービス事業、保険代理事業及び研修宿泊事業からなっております。 

  

(2) 【提出会社の状況】 

平成18年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員(当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。)であります。なお臨

時雇用者数は、パートタイマー及びアルバイトの１日実働８時間換算人員を( )内に外数で記載しておりま

す。 

  

(3) 【労働組合の状況】 

労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

  

名称 住所
資本金 
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有割合又は 
被所有割合 
(％)

関係内容

（連結子会社）

ゼビオカード㈱ 福島県郡山市 50
クレジット
カード事業

100.0

１ クレジットカードの加盟
店契約を締結しており、
当社所有の建物等を賃借
している。

２ 役員の兼任 ３名

事業部門の名称 従業員数(人)

一般小売事業 １ スポーツ事業部門 806(3,436)

       ２ ネクスト事業部門 16(  124)

サービス事業 40(   64)

その他共通 115(  116)

合計 977(3,740)

従業員数(人) 569(3,267)



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

                       （単位 百万円）

 
  

 
 当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業収益の改善が継続し、設備投資の増加等から景気は回復

基調で推移いたしました。３大都市圏では16年ぶりに平均地価が上昇するなど、原油高や景気回復に伴う需

給の改善を背景として、消費者物価は緩やかな上昇が続いております。  

 小売業界におきましても、まちづくり三法のうち都市計画法、中心市街地活性化法の改正が行われ、大規

模商業施設（１万平方メートル超）の立地可能地域が制限されることとなりました。今後、郊外型ショッピ

ングセンターの出店が規制され、総合量販店或いは百貨店と専門店などが一体となった大規模商業施設の出

店は制限されることになり、立地獲得などが厳しい環境に置かれることが予測されます。  

 このような状況の中で、当社は大型スポーツ店舗であるスーパースポーツゼビオを中心として「スポーツ

の殿堂」をテーマにしたスポーツへの夢や憧れを体感できる魅力ある売場作りを推進してまいりました。ま

た、中期経営計画「Ｘ10 ＰＲＯＪＥＣＴ」のもとに、当期は常にお客様の立場に立って行動する「ボトム

アップ」の組織経営、「全員がプロフェッショナル」のスローガンを掲げ、現場力の強化に取り組んでまい

りました。  

 グループ力強化の面では、平成18年９月に子会社株式会社ヴィクトリアと会計、商品、物流システムの統

合、共通化を行いました。これにより、グループの商品、物流面でのシナジー効果がさらに高まり、コスト

の低減、収益力向上が図られることとなりました。加えて、下期に向けて従来のゼビオカードからよりダイ

レクトに顧客サービス、金融サービスの拡充を図るため、新ゼビオカードのスタートに向けてポイントアッ

プキャンペーンなどの施策準備を進めております。  

 スポーツ事業部門におきましては、シューズ、ゴルフ、アウトドア部門を中心に販売強化に注力するとと

もに、スポーツメーカーと顧客ニーズに対応した機能性の高い協働開発商品の充実強化を進めてまいりまし

た。また、健康志向の高まり、専門的なアスリート志向に対応したウェルネス用品や一般競技用品の訴求を

図るとともに、メンテナンス技術のレベルアップに努め、お客様満足度の向上を推進してまいりました。  

 また、商品効率面では、品揃えの豊富さは維持しながら似寄り品の削減、売れ筋の追求、滞留商品の早期

排除、当社グループの仕入条件の改善などを進めた結果、粗利率の向上を図ることができました。  

 スポーツ事業部門の売上高は、ゴルフ他各部門で株式会社ヴィクトリアの連結により、大幅に増加いたし

ました。商品部門別の売上状況では、アスレチック部門売上高は、ＦＩＦＡワールドカップやＦＩＢＡバス

ケットボール世界選手権などのイベントもあり、プレイヤーズＩＤカード発行による部活動需要の取り込み

やユニフォーム（レプリカ）などを強化したことなどにより前年同期比112.7％と好調に推移いたしまし

た。ゴルフ用品・用具部門の売上高は、ゴルフ場への入場者数の伸び悩みや、平成20年１月からのゴルフク

ラブ反発規制に関するルール改正にともなうルール適合のニューモデルへの買い替えが進んでいない状況は

連   結 売上高 経常利益 中間純利益
平成18年９月期実績 63,293 5,471 3,087
平成17年９月期実績 50,368 4,082 2,435

前中間期比 125.7％ 134.0％ 126.8％

個   別 売上高 経常利益 中間純利益
平成18年９月期実績 50,642 5,125 2,959
平成17年９月期実績 50,126 4,052 2,417

前中間期比 101.0％ 126.5％ 122.4％



あるものの、ゴルフウェアなどは堅調に推移し、前年同期比200.5％となりました。これらにより、スポー

ツ用品・用具部門の売上高は、前年同期比130.7％となりました。  

 ネクスト事業部門は、携帯サイトのオープンやファッション雑誌広告との連動などを推進し、ＳＰＡブラ

ンド「ネクスト」の浸透、メンバーズ会員の拡大による新規顧客の増加とロイヤルカスタマーの拡大を進め

てまいりましたが、天候の影響やレディスアイテムが伸び悩んだ結果、ネクスト事業部門の売上高は、前年

同期比91.4％となりました。  

 当社の店舗の状況につきましては、スポーツ店で仙台泉バイパス店（宮城県）、イオン若松店（福岡

県）、ゆめタウン筑紫野店（福岡県）、ヨークタウン足利店（栃木県）、ル・パークみかわ店（山形県）の

５店舗を出店いたしました。ネクスト店では、ビナウォーク海老名店（神奈川県）の１店舗を出店し、合計

で６店舗を出店いたしました。  

 また、スクラップ＆ビルドに伴い、鶴岡店（山形県）、米沢店（山形県）のスポーツ店２店舗を退店いた

しました。これにより、当中間連結会計期間末における当社の店舗数は前連結会計年度末に比べて４店舗増

加して126店舗となり、売場面積は前連結会計年度末に比べて3,135坪増加して82,812坪となりました。  

 また、当中間連結会計期間末のグループの店舗数は、株式会社ヴィクトリアの61店舗（上期、ゴルフ山形

中央店１店舗を閉鎖）を含め187店舗となり、売場面積は98,159坪となりました。  

 連結子会社の状況は、清稜山株式会社、ゼビオビジネスサービス株式会社、ゼビオインシュアランスサー

ビス株式会社の各社は、安定的に推移いたしました。また、平成18年６月26日付でゼビオカード株式会社を

設立しておりますが、下期から本格的な新会員の募集、営業活動に向け、準備を行っているところでありま

す。  

 これらの結果、当中間連結会計期間の業績につきましては、連結売上高は63,293百万円（前年同期比

25.7％増）、連結営業利益は4,805百万円（同26.8％増）、連結経常利益は5,471百万円（同34.0％増）、連

結中間純利益は3,087百万円（同26.8％増）となりました。  

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

  

 
 当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物の期末残高は、26,081百万円となり前連結会計期間末

に比べ8,448百万円減少いたしました。  

 営業活動によるキャッシュ・フローは、2,166百万円の支出となりました。これは、税金等調整前中間純

利益5,121百万円の収入、商品効率を高めるため売れ筋に絞った仕入をしたことなどによりたな卸資産の減

少による資金の増加2,783百万円と仕入債務の減少による資金の減少7,350百万円ならびに法人税等の支払額

2,108百万円などによるものであります。  

 投資活動によるキャッシュ・フローは、5,571百万円の支出となりました。これは、定期預金の預入によ

る支出4,500百万円、新規出店に伴う有形固定資産の取得による投資の支出1,522百万円、敷金・保証金の差

入による支出667百万円などが主な要因であります。  

 財務活動によるキャッシュ・フローは、721百万円の支出となりました。これは自己株式の取得による支

出34百万円、配当金の支払額686百万円などが主な要因であります。  

  

区分
前中間連結
会計期間 
(百万円)

当中間連結
会計期間 
(百万円)

前連結 
会計年度 
(百万円)

営業活動によるキャッシュ・フロー 700 △2,166 11,953

投資活動によるキャッシュ・フロー △200 △5,571 △2,278

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,652 △721 △2,057

現金及び現金同等物に係る換算差額 0 10 7

現金及び現金同等物の増減額(減少：△) △1,152 △8,448 7,625

現金及び現金同等物の期首残高 26,904 34,529 26,904

現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 25,751 26,081 34,529



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産、受注実績 

該当事項はありません。 

  

(2) 商品部門別仕入実績 

  

 
(注) １．「その他計」は、食材等の仕入を含んでおります。 

２．記載金額に消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 商品部門別販売実績 

  

 
(注) １．「その他計」は、食材等の販売及び宿泊事業等を含んでおります。 

２．記載金額に消費税等は含まれておりません。 

  

(4) 事業部門別販売実績 

  

 
(注) １．記載金額に消費税等は含まれておりません。 

２．サービス事業は、研修宿泊事業、事務サービス事業及び保険代理事業等からなっております。 

  

部門 金額(百万円) 構成比(％) 前年同期比(％)

 ウィンタースポーツ 618 1.7 223.0

 ゴルフ 9,285 25.1 169.0

 アスレチック 13,639 37.0 105.4

 トレーニングウェア 6,111 16.6 101.1

 アウトドア・その他 5,824 15.8 118.1

スポーツ用品・用具計 35,479 96.2 119.5

ファッション衣料計 714 1.9 68.1

その他計 735 1.9 86.0

合計 36,929 100.0 116.9

部門 金額(百万円) 構成比(％) 前年同期比(％)

 ウィンタースポーツ 197 0.3 242.2

 ゴルフ 15,944 25.2 200.5

 アスレチック 23,392 36.9 112.7

 トレーニングウェア 11,754 18.6 116.5

 アウトドア・その他 9,414 14.9 124.7

スポーツ用品・用具計 60,702 95.9 130.7

ファッション衣料計 1,586 2.5 57.8

その他計 1,003 1.6 84.1

合計 63,293 100.0 125.7

事業部門の名称 金額(百万円) 構成比(％) 前年同期比(％)

１ 一般小売事業

スポーツ事業部門 61,543 97.3 130.9

ネクスト事業部門 1,383 2.2 91.4

メンズ事業部門 94 0.1 9.3

２ サービス事業 271 0.4 112.0

合計 63,293 100.0 125.7



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はあ

りません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において連結子会社が増加し、下記の設備が新たに当社グループの主要な設備とな

りました。当該設備の状況は次のとおりであります。 

  

連結子会社 

 
  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 前連結会計年度末に計画しておりました重要な設備の新設のうち当中間連結会計期間において、完了

した主な設備は次のとおりであります。 

  

提出会社 

 
(注) 記載金額に消費税等は含まれておりません。 

  

会社名
事業所名 
(所在地)

事業の種類 
の名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(人)建物及び

構築物

車両運搬具
及び 
器具備品

敷金・
保証金

合計

ゼビオカード㈱
本社 
(福島県郡山市)

サービス
事業

事務所設備 ― 5 0 5 4

事業所名 
(所在地)

事業の種類 
の名称

設備の 
内容

建物及び
構築物 
(百万円)

車両運搬具
及び 
器具備品 
(百万円)

敷金・
保証金 
(百万円)

合計
(百万円)

完了年月
売場面積
(㎡)

スーパースポーツゼビオ 
仙台泉バイパス店 
(宮城県仙台市泉区)

スポーツ
事業部門

店舗設備 88 49 25 163 平成18年４月 2,808

スーパースポーツゼビオ 
イオン若松店 
(福岡県北九州市若松区)

スポーツ
事業部門

店舗設備 72 55 81 210 平成18年６月 2,409

スーパースポーツゼビオ 
ゆめタウン筑紫野店 
(福岡県筑紫野市)

スポーツ
事業部門

店舗設備 72 73 53 200 平成18年６月 2,970

ゼビオスポーツ 
ヨークタウン足利店 
(栃木県足利市)

スポーツ
事業部門

店舗設備 22 19 24 67 平成18年６月 1,376

スーパースポーツゼビオ 
ル・パークみかわ店 
(山形県東田川郡三川町)

スポーツ
事業部門

店舗設備 524 75 42 641 平成18年７月 3,927

ネクスト 
ビナウォーク海老名店 
(神奈川県海老名市)

ネクスト
事業部門

店舗設備 16 3 29 50 平成18年９月 488



(2) 当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設計画等は次のとおりであります。 

  

提出会社 

 
(注) 投資予定金額は、敷金、保証金を含んでおります。なお記載金額に消費税等は含まれておりません。 

  

連結子会社 

 
(注) １．投資予定金額は、敷金、保証金を含んでおります。なお記載金額に消費税等は含まれておりません。 

２．ヴィクトリア神田本店、ヴィクトリア神田ゴルフ店及びヴィクトリアエルブレス御茶ノ水店においては、賃

借物件として従来より営業してきた土地・建物の購入としての投資であり、新規工事の計画はありません。

  

事業所名 
(所在地)

事業の種類 
の名称

設備の 
内容

投資予定金額
資金調達
方法

着手及び完了 
予定年月

完成後の
増加能力 
(売場面積)
(㎡)

総額
(百万円)

既支払額
(百万円)

着手 完了

スーパースポーツゼビオ 
弘前城東中央店 
(青森県弘前市)

スポーツ 
事業部門

店舗設備 38 ― 自己資金平成18年10月平成18年11月 1,650

スーパースポーツゼビオ 
さくらシティ日立店 
(茨城県日立市)

スポーツ 
事業部門

店舗設備 186 ― 自己資金平成18年10月平成18年11月 2,673

スーパースポーツゼビオ 
神戸ハーバーランド店 
(兵庫県神戸市中央区)

スポーツ 
事業部門

店舗設備 407 ― 自己資金平成19年１月平成19年３月 5,524

事業所名 
(所在地)

事業の種類 
の名称

設備の 
内容

投資予定金額
資金調達
方法

着手及び完了 
予定年月

完成後の
増加能力 
(売場面積)
(㎡)

総額
(百万円)

既支払額
(百万円)

着手 完了

ヴィクトリアゴルフ 
ウーマンスタイル自由が丘店 
(東京都目黒区)

スポーツ 
事業部門

店舗設備 41 ― 自己資金平成18年10月平成18年11月 214

ヴィクトリア 
神田本店 
(東京都千代田区)

スポーツ 
事業部門

店舗設備 6,513 ― 自己資金 ― 平成18年10月 4,817

ヴィクトリア 
神田ゴルフ店 
(東京都千代田区)

スポーツ 
事業部門

店舗設備 1,883 ― 自己資金 ― 平成18年10月 293

ヴィクトリアエルブレス 
御茶ノ水店 
(東京都千代田区)

スポーツ 
事業部門

店舗設備 1,888 ― 自己資金 ― 平成18年10月 319



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 135,000,000

計 135,000,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年12月15日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 47,911,023 同左
東京証券取引所
市場第一部

―

計 47,911,023 同左 ― ―



(2) 【新株予約権等の状況】 

① 平成17年６月29日定時株主総会決議 

  

 
(注) 新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整し、調整により生

ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 
また、時価を下回る価額で新株式の発行(新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く)を行う場合、
次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 
  

中間会計期間末現在
(平成18年９月30日)

提出日の前月末現在 
(平成18年11月30日)

新株予約権の数(個) 1,763 1,748

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株)

264,450 262,200
なお、当社が株式分割又は株
式併合を行う場合、次の算式
により目的となる株式の数を
調整するものとする。ただ
し、かかる調整は、本件新株
予約権のうち、当該時点で行
使されていない新株予約権の
目的となる株式の数について
行われ、調整の結果生じる１
株未満の株式については、こ
れを切り捨てるものとする。 
調整後株式数＝調整前株式数
×分割・併合の比率

同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) 2,787 同左

新株予約権の行使期間
自 平成19年７月１日
至 平成22年６月30日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格 2,787
資本組入額 1,394

同左

新株予約権の行使の条件

① 新株予約権の割当を受け
た者は、権利行使時におい
ても、当社及び子会社の取
締役、従業員の地位にある
ことを要する。ただし、取
締役又は従業員の地位を失
った場合であっても、取締
役の任期満了等の正当な理
由による退任、又は従業員
の定年、会社都合等の正当
な理由による退職の場合に
はこの限りではない。
② 新株予約権者が死亡した
場合、相続人が新株予約権
を承継しこれを行使するこ
とができる。
③ その他の条件について
は、当定時株主総会及び新
株予約権発行の取締役会決
議に基づき、当社と新株予
約権者との間で締結する
「新株予約権付与契約」に
定めるところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するとき
は、取締役会の承認を要する
ものとする。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

既発行 
株式数

＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後 
行使価額

＝
調整前 
行使価額

×
時   価

既発行株式数＋新規発行株式数



(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

(4) 【大株主の状況】 

平成18年９月30日現在 

 
(注) １．当中間会計期間末現在における上記信託銀行４行の信託業務に係る株式数については、当社として把握する

ことができないため記載しておりません。 

２．上記のほか当社所有の自己株式2,106千株(4.39％)があります。 

３．野村證券株式会社及びその共同保有者であるNOMURA INTERNATIONAL PLC、野村アセットマネジメント株式会

社、野村信託銀行株式会社から、平成17年12月15日付で提出された大量保有報告書により平成17年11月30日

現在でそれぞれ以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当中間会計期間

末時点における所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

 
  

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

平成18年４月１日～ 
平成18年９月30日

15,970,341 47,911,023 ― 15,935 ― 15,907

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

有限会社サンビック 福島県郡山市虎丸町１－９ 8,252 17.22

財団法人諸橋近代美術館 福島県郡山市虎丸町６－16 4,500 9.39

有限会社ティー・ティー・シー 福島県郡山市虎丸町６－16 4,121 8.60

日本トラスティ・サービス信託 
銀行株式会社(信託口)

東京都中央区晴海１－８－11 3,858 8.05

日本マスタートラスト信託銀行 
株式会社(信託口)

東京都港区浜松町２－11－３ 2,940 6.13

諸 橋 輝 子 福島県郡山市 1,392 2.90

資産管理サービス信託銀行 
株式会社(信託Ｂ口)

東京都中央区晴海１－８－12 1,224 2.55

諸 橋 友 良 福島県郡山市 1,172 2.44

野村信託銀行株式会社(投信口) 東京都千代田区大手町２－２－２ 929 1.93

諸 橋 寛 子 福島県郡山市 900 1.88

計 ― 29,292 61.14

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目９番１号 34 0.11

NOMURA INTERNATIONAL PLC
Nomura House 1,St.Martin's-le Grand 
London EC1A 4NP,England

14 0.05

野村アセットマネジメント 
株式会社

東京都中央区日本橋一丁目12番１号 1,760 5.51

野村信託銀行株式会社 東京都千代田区大手町二丁目２番２号 9 0.03



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年９月30日現在 

 
(注) １．「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が900株(議決権９個)含まれておりま

す。 

２．「単元未満株式」の株式数の欄には、当社保有の自己株式が82株、証券保管振替機構名義の株式が50株、そ

れぞれ含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年９月30日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 2,106,400

― ―

完全議決権株式(その他)(注)１ 普通株式 45,713,200 457,132 ―

単元未満株式(注)２ 普通株式   91,423 ― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 47,911,023 ― ―

総株主の議決権 ― 457,132 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式)
ゼビオ株式会社

福島県郡山市朝日
  三丁目７番35号

2,106,400 ― 2,106,400 4.39

計 ― 2,106,400 ― 2,106,400 4.39

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 4,410 4,300 4,120 4,030 3,740 3,790

最低(円) 3,570 3,660 3,510 3,490 3,190 3,380



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は改正前の中間連結財務諸

表規則に基づき、当中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は改正後の中間連

結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は改正前の中間財務諸表等規則

に基づき、当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は改正後の中間財務諸表等規

則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年

９月30日まで)及び当中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の中間連結財務諸

表並びに前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成18年４

月１日から平成18年９月30日まで)の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けて

おります。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 
  

 
  

前中間連結会計期間末
(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 

番号
金額(百万円)

構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 26,251 30,581 35,029

 ２ 受取手形及び売掛金 2,400 2,460 2,651

 ３ 有価証券 499 499 499

 ４ たな卸資産 28,496 27,249 30,034

 ５ その他 2,201 2,282 2,222

   貸倒引当金 △9 △1 △9

   流動資産合計 59,840 56.5 63,072 56.9 70,429 60.1

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１

  (1) 建物及び構築物 10,347 10,557 10,240

  (2) 土地 6,872 7,470 7,536

  (3) その他 1,706 18,927 17.9 2,316 20,344 18.4 1,620 19,397 16.6

 ２ 無形固定資産 612 0.6 1,059 0.9 835 0.7

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 857 1,230 1,452

  (2) 差入保証金 10,685 9,849 10,015

  (3) 敷金 9,730 10,039 9,745

  (4) その他 ※１ 5,740 5,516 5,730

   貸倒引当金 △524 26,490 25.0 △301 26,335 23.8 △500 26,443 22.6

   固定資産合計 46,029 43.5 47,739 43.1 46,676 39.9

   資産合計 105,870 100.0 110,812 100.0 117,106 100.0



 
  

前中間連結会計期間末
(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 

番号
金額(百万円)

構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形、支払信託 
   及び買掛金

22,561 21,342 28,696

 ２ 短期借入金 ― ― 155

 ３ １年内返済長期 
   借入金

183 ― 28

 ４ 未払法人税等 1,639 2,010 2,250

 ５ 賞与引当金 459 573 535

 ６ 役員賞与引当金 ― 7 ―

 ７ ポイントサービス 
   引当金

1,684 1,884 1,646

 ８ その他 2,536 3,178 3,482

   流動負債合計 29,065 27.4 28,996 26.2 36,794 31.4

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 59 ― 43

 ２ 退職給付引当金 1,256 1,399 1,324

 ３ 役員退職慰労引当金 50 65 57

 ４ 事業再構築引当金 1,653 964 1,230

 ５ 連結調整勘定 4,192 ― 3,890

 ６ 負ののれん ― 3,458 ―

 ７ その他 905 785 846

   固定負債合計 8,117 7.7 6,672 6.0 7,392 6.3

   負債合計 37,183 35.1 35,669 32.2 44,186 37.7

(資本の部)

Ⅰ 資本金 15,935 15.0 ― ― 15,935 13.6

Ⅱ 資本剰余金 16,075 15.2 ― ― 16,086 13.8

Ⅲ 利益剰余金 40,500 38.3 ― ― 44,527 38.0

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金

304 0.3 ― ― 365 0.3

Ⅴ 自己株式 △4,129 △3.9 ― ― △3,995 △3.4

   資本合計 68,686 64.9 ― ― 72,919 62.3

   負債資本合計 105,870 100.0 ― ― 117,106 100.0



 
  

前中間連結会計期間末
(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 

番号
金額(百万円)

構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 15,935 14.4

 ２ 資本剰余金 16,086 14.5

 ３ 利益剰余金 46,916 42.3

 ４ 自己株式 △4,029 △3.6

   株主資本合計 74,909 67.6

Ⅱ 評価・換算差額等

   その他有価証券 
   評価差額金

233 0.2

   評価・換算差額等 
   合計

233 0.2

   純資産合計 75,142 67.8

   負債純資産合計 110,812 100.0



② 【中間連結損益計算書】 
  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 

番号
金額(百万円)

百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 50,368 100.0 63,293 100.0 121,048 100.0

Ⅱ 売上原価 32,433 64.4 39,721 62.8 77,747 64.2

   売上総利益 17,935 35.6 23,571 37.2 43,301 35.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 14,144 28.1 18,766 29.6 33,061 27.3

   営業利益 3,790 7.5 4,805 7.6 10,239 8.5

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 81 59 133

 ２ 受取配当金 7 10 8

 ３ 不動産賃貸収入 433 507 954

 ４ 為替差益 116 10 192

 ５ 連結調整勘定償却額 ― ― 301

 ６ 負ののれん償却額 ― 432 ―

 ７ その他 54 692 1.4 88 1,108 1.7 163 1,754 1.4

Ⅴ 営業外費用

 １ 不動産賃貸費用 392 429 864

 ２ その他 8 401 0.8 12 441 0.7 16 881 0.7

   経常利益 4,082 8.1 5,471 8.6 11,112 9.2

Ⅵ 特別利益

 １ 貸倒引当金戻入益 43 ― 53

 ２ 預り保証金解約益 4 ― 4

 ３ 保険金収入 4 ― 4

 ４ 事業再構築引当金 
   戻入益

― 84 155

 ５ 営業譲渡益 122 ― 121

 ６ 子会社株式売却益 ― 95 ―

 ７ その他 ― 175 0.3 15 195 0.3 45 386 0.3

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産除却損 ※２ 7 24 89

 ２ 災害損失 1 0 1

 ３ 減損損失 ※３ 33 80 273

 ４ 敷金・保証金解約損 60 ― 60

 ５ 前期損益修正損 ※４ ― 342 ―

 ６ 閉店損失 ― 47 58

 ７ その他 ― 103 0.2 50 545 0.8 96 579 0.5

   税金等調整前 
   中間(当期)純利益

4,153 8.2 5,121 8.1 10,919 9.0

   法人税、住民税 
   及び事業税

1,531 1,873 3,895

   法人税等調整額 186 1,717 3.4 159 2,033 3.2 27 3,923 3.2

   中間(当期)純利益 2,435 4.8 3,087 4.9 6,996 5.8



③ 【中間連結剰余金計算書】 
  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 15,999 15,999

Ⅱ 資本剰余金増加高

   自己株式処分差益 76 76 87 87

Ⅲ 資本剰余金 
  中間期末(期末)残高

16,075 16,086

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 38,687 38,687

Ⅱ 利益剰余金増加高

   中間(当期)純利益 2,435 2,435 6,996 6,996

Ⅲ 利益剰余金減少高

   配当金 613 1,147

   役員賞与 9 622 9 1,156

Ⅳ 利益剰余金 
  中間期末(期末)残高

40,500 44,527



④ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
(注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 15,935 16,086 44,527 △3,995 72,554

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 (注) △687 △687

 役員賞与 (注) △11 △11

 中間純利益 3,087 3,087

 自己株式の取得 △34 △34

 自己株式の処分 0 0 0

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

0 2,389 △34 2,354

平成18年９月30日残高(百万円) 15,935 16,086 46,916 △4,029 74,909

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券 
評価差額金

評価・換算差額等
合計

平成18年３月31日残高(百万円) 365 365 72,919

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 (注) △687

 役員賞与 (注) △11

 中間純利益 3,087

 自己株式の取得 △34

 自己株式の処分 0

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△132 △132 △132

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△132 △132 2,222

平成18年９月30日残高(百万円) 233 233 75,142



⑤ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

 
  

 

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー
   税金等調整前中間(当期) 
   純利益

4,153 5,121 10,919

   減価償却費 827 973 1,906
   減損損失 33 80 273
   連結調整勘定償却額 ― ― △301
   負ののれん償却額 ― △432 ―
   ポイントサービス引当金の 
   増減額(減少：△)

35 248 △2

   退職給付引当金の増加額 89 75 157
   役員退職慰労引当金の増加額 4 7 10
   受取利息及び受取配当金 △88 △69 △142
   為替差益 △113 △12 △158
   固定資産除売却損 7 24 89
   営業譲渡益 △122 ― △121
   子会社株式売却益 ― △95 ―
   売上債権の増減額(増加：△) 82 145 △167
   たな卸資産の増減額 
   (増加：△)

846 2,783 △693

   仕入債務の増減額(減少：△) △3,497 △7,350 2,637
   未払金の増減額(減少：△) ― △1,147 ―
   未払消費税等の増減額 
   (減少：△)

179 △38 344

   その他 △45 △395 581
    小計 2,393 △80 15,333
   利息及び配当金の受取額 44 22 55
   災害による損失支払額 △1 ― △1
   災害による保険金収入 4 ― 4
   法人税等の支払額 △1,739 △2,108 △3,434
   その他 ― ― △3
   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

700 △2,166 11,953

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー
   定期預金の預入による支出 △500 △4,500 △1,000
   定期預金の払戻による収入 2,000 500 2,500
   有形固定資産の取得による 
   支出

△1,694 △1,522 △3,149

   無形固定資産の取得による 
   支出

△192 △313 △578

   敷金・保証金の差入による 
   支出

△222 △667 △658

   敷金・保証金の返還による 
   収入

740 974 1,539

   投資有価証券の取得による 
   支出

― ― △492

   連結範囲の変更を伴う子会社
   株式の取得による支出

※２ △2,199 ― △2,199

   営業譲渡による収入 1,872 ― 1,871
   その他 △4 △42 △110
   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

△200 △5,571 △2,278



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー
   長期借入金の返済による支出 ― ― △16
   自己株式の取得による支出 △1,404 △34 △1,411
   自己株式の売却による収入 365 0 518
   配当金の支払額 △613 △686 △1,147
   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

△1,652 △721 △2,057

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
  換算差額

0 10 7

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 
   (減少：△)

△1,152 △8,448 7,625

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 26,904 34,529 26,904

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末
  (期末)残高

※１
25,751 26,081 34,529



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
  

 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 連結の範囲に関す
る事項

(1) 連結子会社の数 ５社
  連結子会社名
   清稜山株式会社
   ゼビオビジネスサー

ビス株式会社
   株式会社ヴィクトリ

ア
   株式会社プラスタス
   ゼビオインシュアラ

ンスサービス株式会
社
株式会社ヴィクトリア
及び株式会社プラスタ
スは当中間連結会計期
間の株式取得に伴い当
中間連結会計期間より
連結子会社となりまし
た。なお、株式会社ヴ
ィクトリアにおけるデ
ット・エクイティ・ス
ワップを伴う減増資が
平成17年８月に実施さ
れたことから、みなし
取得日を当中間連結会
計期間末として、当中
間連結会計期間は貸借
対照表のみを連結して
おります。
ゼビオインシュアラン
スサービス株式会社に
ついては、当中間連結
会計期間において新た
に設立し、連結の範囲
に含めております。

(1) 連結子会社の数 ５社
 連結子会社名
  清稜山株式会社
  ゼビオビジネスサー
ビス株式会社

  株式会社ヴィクトリ
ア

  ゼビオインシュアラ
ンスサービス株式会
社

  ゼビオカード株式会
社
ゼビオカード株式会社
については、当中間連
結会計期間において新
たに設立し、連結の範
囲に含めております。
連結子会社であった株
式会社プラスタスは保
有株式を全て売却した
ことに伴い当中間連結
会計期間より連結の範
囲から除外しておりま
す。

(1) 連結子会社の数 ５社
 連結子会社名
  清稜山株式会社
  ゼビオビジネスサー

ビス株式会社
  株式会社ヴィクトリ
ア

  株式会社プラスタス
  ゼビオインシュアラ
ンスサービス株式会
社
株式会社ヴィクトリア
及び株式会社プラスタ
スは当連結会計年度の
株式取得に伴い当連結
会計年度より連結子会
社となりました。な
お、株式会社ヴィクト
リアにおけるデット・
エクイティ・スワップ
を伴う減増資が平成17
年８月に実施されたこ
とから、みなし取得日
を平成17年９月末とし
ております。
ゼビオインシュアラン
スサービス株式会社に
ついては、当連結会計
年度において新たに設
立し、連結の範囲に含
めております。

(2) 非連結子会社の名称等
  株式会社カイザー
  ・連結の範囲から除い

た理由
非連結子会社株式会
社カイザーは、小規
模会社であり同社の
総資産、売上高、中
間純損失及び利益剰
余金等は中間連結財
務諸表に重要な影響
を及ぼしていないた
めであります。

(2) 非連結子会社の名称等
 株式会社カイザー
 ・連結の範囲から除い
た理由

同左

(2) 非連結子会社の名称等
 株式会社カイザー
 ・連結の範囲から除い
た理由
非連結子会社株式会
社カイザーは、小規
模会社であり同社の
総資産、売上高、当
期純損失及び利益剰
余金等は連結財務諸
表に重要な影響を及
ぼしていないためで
あります。

２ 持分法の適用に関
する事項

非連結子会社株式会社カイ
ザーは、小規模会社であり
当社の中間純利益及び利益
剰余金等に及ぼす影響が軽
微であるため、持分法の適
用範囲から除外しておりま
す。

同左 非連結子会社株式会社カイ
ザーは、小規模会社であり
当社の当期純利益及び利益
剰余金等に及ぼす影響が軽
微であるため、持分法の適
用範囲から除外しておりま
す。

３ 連結子会社の中間
決算日(決算日)等
に関する事項

連結子会社の中間決算日
は、中間連結決算日と一致
しております。

同左 連結子会社の決算日は、連
結決算日と一致しておりま
す。



 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

４ 会計処理基準に関
する事項

(1) 重要な資産の評価基準
及び評価方法

 ①有価証券
  満期保有目的の債券
  …償却原価法(定額法)

(1) 重要な資産の評価基準
及び評価方法
①有価証券
 満期保有目的の債券
 …同左

(1) 重要な資産の評価基準
及び評価方法
①有価証券
 満期保有目的の債券
 …同左

  その他有価証券
   時価のあるもの

…中間連結決算日の
市場価格等に基づ
く時価法(評価差
額は、全部資本直
入法により処理
し、売却原価は主
として移動平均法
により算定)

 その他有価証券
   時価のあるもの

…中間連結決算日の
市場価格等に基づ
く時価法(評価差
額は、全部純資産
直入法により処理
し、売却原価は主
として移動平均法
により算定)

 その他有価証券
  時価のあるもの
…連結決算日の市場
価格等に基づく時
価法 ( 評 価 差額
は、全部資本直入
法により処理し、
売却原価は主とし
て移動平均法によ
り算定)

   時価のないもの
   …移動平均法による

原価法

  時価のないもの
   …同左

  時価のないもの 
   …同左

②デリバティブ
 …時価法

②デリバティブ
 …同左

②デリバティブ
 …同左

③たな卸資産
商品…主として個別法

による原価法

③たな卸資産
 商品…同左

③たな卸資産
 商品…同左

仕掛品…個別法による
原価法

――――― 仕掛品…個別法による
原価法

(2) 重要な減価償却資産の
減価償却の方法
①有形固定資産及び賃貸
不動産(投資その他の
資産「その他」)

(2) 重要な減価償却資産の
減価償却の方法
①有形固定資産及び賃貸
不動産(投資その他の
資産「その他」)

(2) 重要な減価償却資産の
減価償却の方法
①有形固定資産及び賃貸
不動産(投資その他の
資産「その他」)

  …定率法
なお、主な耐用年数
は、以下のとおりであ
ります。
建物及び構築物 

３～50年
器具備品(その他)

３～20年

 …同左
同左

 …同左
同左

 ②無形固定資産 
  …定額法
なお、自社利用のソフ
トウェアについては、
社内における利用可能
期間(５年)に基づく定
額法を採用しておりま
す。

②無形固定資産
  …同左

②無形固定資産
 …同左

(3) 重要な引当金の計上基
準

 ①貸倒引当金
…売上債権等の貸倒損
失に備えるため、一
般債権については貸
倒実績率により、貸
倒懸念債権等特定の
債権については個別
に回収可能性を検討
し、回収不能見込額
を計上しておりま
す。

(3) 重要な引当金の計上基
準
①貸倒引当金
 …同左

(3) 重要な引当金の計上基
準
①貸倒引当金
 …同左

 ②賞与引当金
…従業員に対して支給
する賞与の支出に充
てるため、支給見込
額基準により計上し
ております。

②賞与引当金
  …同左

②賞与引当金 
  …同左



 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

――――― ③役員賞与引当金
  …役員に対して支給する
   賞与の支出に充てるた
   め、当連結会計年度に
   おける支給見込額に基
   づき、当中間連結会計
   期間に見合う分を計上
   しております。

―――――

(会計方針の変更)
当中間連結会計期間より
「役員賞与に関する会計基
準」(企業会計基準委員会
平成17年11月29日 企業会
計基準第４号)を適用して
おります。 
これにより営業利益、経常
利益及び税金等調整前中間
純利益は７百万円減少して
おります。

④ポイントサービス引当
金
…会員カードによるポ
イントサービス制度
に基づき、顧客に付
与したポイントの利
用に備えるため、利
用実績率に基づき将
来利用されると見込
まれる額を計上して
おります。

④ポイントサービス引当
金
…同左

④ポイントサービス引当
金
…同左

 ⑤退職給付引当金
…従業員の退職給付に
備えるため、当連結
会計年度末における
退職給付債務及び年
金資産の見込額に基
づき、当中間連結会
計期間末において発
生していると認めら
れる額を計上してお
ります。
過去勤務債務は、そ
の発生時の従業員の
平均残存勤務期間以
内の一定の年数(10
年)による定額法に
より費用処理してお
ります。
数理計算上の差異
は、各連結会計年度
の発生時における従
業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年
数(10年)による定額
法により按分した額
をそれぞれ発生の翌
連結会計年度から費
用処理しておりま
す。

⑤退職給付引当金
…従業員の退職給付に
備えるため、当連結
会計年度末における
退職給付債務及び年
金資産の見込額に基
づき、当中間連結会
計期間末において発
生していると認めら
れる額を計上してお
ります。
過去勤務債務は、そ
の発生時の従業員の
平均残存勤務期間以
内の一定の年数(10
年)による定額法に
より費用処理してお
ります。
数理計算上の差異
は、各連結会計年度
の発生時における従
業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年
数(10年)による定額
法により按分した額
をそれぞれ発生の翌
連結会計年度から損
益処理しておりま
す。

⑤退職給付引当金
…従業員の退職給付に
備えるため、当連結
会計年度末における
退職給付債務及び年
金資産の見込額に基
づき計上しておりま
す。
過去勤務債務は、そ
の発生時の従業員の
平均残存勤務期間以
内の一定の年数(10
年)による定額法に
より費用処理してお
ります。
数理計算上の差異
は、各連結会計年度
の発生時における従
業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年
数(10年)による定額
法により按分した額
をそれぞれ発生の翌
連結会計年度から損
益処理することとし
ております。



 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(追加情報)
当社は、確定給付企業年金
法の施行に伴い、厚生年金
基金の代行部分について、
平成17年９月１日に厚生労
働大臣から将来分支給義務
免除の認可を受けておりま
す。
当中間連結会計期間末日現
在において測定された返還
相当額(最低責任準備金)は
1,188百万円であり、当該
返還相当額(最低責任準備
金)の支払が当中間連結会
計期間末日に行われたと仮
定して、「退職給付会計に
関する実務指針(中間報
告)」(日本公認会計士協会
会計制度委員会報告第13
号)第44-２項を適用した場
合に生じる特別利益の見込
額は745百万円でありま
す。

(追加情報)
当社は、確定給付企業年金
法の施行に伴い、厚生年金
基金の代行部分について、
平成17年９月１日に厚生労
働大臣から将来分支給義務
免除の認可を受けておりま
す。
当中間連結会計期間末日現
在において測定された返還
相当額(最低責任準備金)は
1,180百万円であり、当該
返還相当額(最低責任準備
金)の支払が当中間連結会
計期間末日に行われたと仮
定して、「退職給付会計に
関する実務指針(中間報
告)」(日本公認会計士協会
会計制度委員会報告第13
号)第44-２項を適用した場
合に生じる特別利益の見込
額は807百万円でありま
す。

(追加情報) 
当社は、確定給付企業年金
法の施行に伴い、厚生年金
基金の代行部分について、
平成17年９月１日に厚生労
働大臣から将来分支給義務
免除の認可を受けておりま
す。
当連結会計年度末日現在に
おいて測定された返還相当
額(最低責任準備金)は1,167
百万円であり、当該返還相
当額(最低責任準備金)の支
払が当連結会計年度末日に
行われたと仮定して、「退
職給付会計に関する実務指
針(中間報告)」(日本公認会
計士協会会計制度委員会報
告第13号)第44-２項を適用
した場合に生じる特別利益
の見込額は782百万円であり
ます。

⑥役員退職慰労引当金
…役員の退職慰労金の
支出に備えるため、
内規に基づく中間連
結会計期間末要支給
額を計上しておりま
す。

⑥役員退職慰労引当金
…同左

⑥役員退職慰労引当金
…役員の退職慰労金の
支出に備えるため、
内規に基づく連結会
計年度末要支給額を
計上しております。

⑦事業再構築引当金
…事業再構築に関連し
て発生する損失に備
えるため、損失見込
額を計上しておりま
す。

⑦事業再構築引当金
…同左

⑦事業再構築引当金
…同左

(4) 中間連結財務諸表の作
成の基礎となった連結
会社の中間財務諸表の
作成に当たって採用し
た重要な外貨建の資産
及び負債の本邦通貨へ
の換算の基準
外貨建金銭債権債務
は、中間決算日の直物
為替相場により円貨に
換算し、換算差額は損
益として処理しており
ます。

(4) 中間連結財務諸表の作
成の基礎となった連結
会社の中間財務諸表の
作成に当たって採用し
た重要な外貨建の資産
及び負債の本邦通貨へ
の換算の基準

同左

(4) 連結財務諸表の作成の
基礎となった連結会社
の財務諸表の作成に当
たって採用した重要な
外貨建の資産及び負債
の本邦通貨への換算の
基準
外貨建金銭債権債務
は、連結会計年度末日
の直物為替相場により
円貨に換算し、換算差
額は損益として処理し
ております。

(5) 重要なリース取引の処
理方法
リース物件の所有権が
借主に移転すると認め
られるもの以外のファ
イナンス・リース取引
については、通常の賃
貸借取引に係る方法に
準じた会計処理によっ
ております。

(6) その他中間連結財務諸
表作成のための基本と
なる重要な事項
消費税等の会計処理は
税抜方式によっており
ます。なお、仮払消費
税等及び仮受消費税等
は相殺のうえ、流動負
債の「その他」に含め
て表示しております。

(5) 重要なリース取引の処
理方法

同左

(6) その他中間連結財務諸
表作成のための基本と
なる重要な事項

同左

(5) 重要なリース取引の処
理方法

同左

(6) その他連結財務諸表作
成のための基本となる
重要な事項
消費税等の会計処理は
税抜方式によっており
ます。



 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

５ 中間連結キャッ
シュ・フロー計
算書(連結キャッ
シュ・フロー計
算書)における資
金の範囲

手許現金、要求払預金及
び容易に換金可能であ
り、かつ、価値の変動に
ついて僅少なリスクしか
負わない取得日から３カ
月以内に満期日の到来す
る流動性の高い短期投資
からなっております。

同左 同左



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 
  

 
  

表示方法の変更 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

――――― 
 

（貸借対照表の純資産の部の表示に
関する会計基準等） 
当中間連結会計期間から「貸借対照
表の純資産の部の表示に関する会計
基準」（企業会計基準委員会 平成
17年12月９日 企業会計基準第５
号）及び「貸借対照表の純資産の部
の表示に関する会計基準等の適用指
針」（企業会計基準委員会 平成17
年12月９日 企業会計基準適用指針
第８号）を適用しております。 
これによる損益に与える影響はあり
ません。 
なお、従来の「資本の部」の合計に
相当する金額は75,142百万円であり
ます。 
中間連結財務諸表規則の改正によ
り、当中間連結会計期間における中
間連結財務諸表は、改正後の中間連
結財務諸表規則により作成しており
ます。

――――― 
 

――――― 
 

（企業結合に係る会計基準等）
当中間連結会計期間から「企業結合
に係る会計基準」（企業会計審議会
平成15年10月31日）及び「事業分離
等に関する会計基準」（企業会計基
準委員会 平成17年12月27日 企業
会計基準第７号）並びに「企業結合
会計基準及び事業分離等会計基準に
関する適用指針」（企業会計基準委
員会 平成17年12月27日 企業会計
基準適用指針第10号）を適用してお
ります。 
これによる損益に与える影響はあり
ません。 
中間連結財務諸表規則の改正による
中間財務諸表の表示に関する変更は
以下のとおりであります。 
（中間連結貸借対照表） 
「連結調整勘定」は、当中間連結会
計期間から「負ののれん」として表
示しております。 
（中間連結損益計算書） 
「連結調整勘定償却額」は、当中間
連結会計期間から「負ののれん償却
額」として表示しております。 
（中間連結キャッシュ・フロー計算
書） 
「連結調整勘定償却額」は、当中間
連結会計期間から「負ののれん償却
額」として表示しております。

――――― 
 

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

――――― 
 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 
前中間連結会計期間において営業活動によるキャッシ
ュ・フローの小計区分前の「その他」に含めて表示して
おりました「未払金の増減額(減少：△)」（前中間連結
会計期間135百万円）については、重要性が増したため当
中間連結会計期間より区分掲記しております。



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 
  

 
  

(中間連結損益計算書関係) 
  

 
  

前中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日)

※１ 有形固定資産及び賃貸不動産
の減価償却累計額は次のとお
りであります。
有形固定資産 15,875百万円
賃貸不動産 3,250百万円

※１ 有形固定資産及び賃貸不動産
の減価償却累計額は次のとお
りであります。
有形固定資産 17,378百万円
賃貸不動産 2,748百万円

※１ 有形固定資産及び賃貸不動産
の減価償却累計額は次のとお
りであります。
有形固定資産 16,676百万円
賃貸不動産 2,892百万円

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

※１ 販売費及び一般管理費の主な
内訳
広告宣伝費 1,019百万円
給料手当等 4,532百万円
賞与引当金 
繰入額

436百万円

退職給付引当金 
繰入額

179百万円

役員退職慰労 
引当金繰入額

6百万円

減価償却費 776百万円
賃借料 3,453百万円

※１ 販売費及び一般管理費の主な
内訳
広告宣伝費 1,425百万円
給料手当等 5,869百万円
賞与引当金
繰入額

530百万円

役員賞与引当金
繰入額

7百万円

退職給付引当金
繰入額

116百万円

役員退職慰労
引当金繰入額

7百万円

減価償却費 951百万円
賃借料 4,998百万円

 

※１ 販売費及び一般管理費の主な
内訳
広告宣伝費 2,654百万円
給料手当等 10,803百万円
賞与引当金
繰入額

535百万円

退職給付引当金 
繰入額

283百万円

役員退職慰労
引当金繰入額

13百万円

減価償却費 1,785百万円
賃借料 8,456百万円

 

※２ 固定資産除却損の内訳
その他 7百万円

※２ 固定資産除却損の内訳
建物及び構築物 10百万円

その他 13百万円

合計 24百万円

※２ 固定資産除却損の内訳
建物及び構築物 7百万円

その他 81百万円

合計 89百万円

 

※３ 減損損失
当中間連結会計期間におい
て、当社グループは以下の資
産グループについて減損損失
を計上いたしました。
場所 用途 種類

営業店舗 店舗設備
建物及び 
土地等

賃貸店舗等店舗設備等
建物及び 
土地等

   当社グループは、各店舗設備
単位を資産グループとして減
損会計を適用しております。
減損は業績不振等を要因とし
ており、各資産グループの帳
簿価額を回収可能価額まで減
額し、当該減少額を減損損失
（33百万円）として特別損失
に計上いたしました。その内
訳は、建物23百万円、建物附
属設備５百万円、構築物２百
万円及び器具備品１百万円で
あります。

   なお、資産グループの回収可
能価額は使用価値により測定
しており、将来キャッシュ・
フローを5.0％で割り引いて
算定しております。

 

※３ 減損損失
当中間連結会計期間におい
て、当社グループは以下の資
産グループについて減損損失
を計上いたしました。
場所 用途 種類

営業店舗 店舗設備
建物及び
土地等

賃貸店舗等店舗設備等 建物等

   当社グループは、各店舗設備
単位を資産グループとして減
損会計を適用しております。
減損は業績不振等を要因とし
ており、各資産グループの帳
簿価額を回収可能価額まで減
額し、当該減少額を減損損失
（80百万円）として特別損失
に計上いたしました。その内
訳は、建物14百万円、土地65
百万円及びその他０百万円で
あります。

   なお、資産グループの回収可
能価額は使用価値等により測
定しており、将来キャッシ
ュ・フローを5.0％で割り引
いて算定しております。

 

※３ 減損損失
当連結会計年度において、当
社グループは以下の資産グル
ープについて減損損失を計上
いたしました。
場所 用途 種類

営業店舗 店舗設備 建物等

賃貸店舗等 店舗設備等 建物等

  当社グループは、各店舗設備
単位を資産グループとして減
損会計を適用しております。
減損は業績不振等を要因とし
ており、各資産グループの帳
簿価額を回収可能価額まで減
額し、当該減少額を減損損失
（273百万円）として特別損
失に計上いたしました。その
内訳は、建物150百万円、構
築物９百万円、器具備品32百
万円、賃貸不動産14百万円及
びその他66百万円でありま
す。
なお、資産グループの回収可
能価額は使用価値等により測
定しており、将来キャッシ
ュ・フローを5.0％で割り引
いて算定しております。

※４    ――――― ※４ 前期損益修正損は、前期のポ
イントサービス引当金繰入額
の修正によるものでありま
す。

※４    ―――――



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 株式分割による増加 15,970,341株 

  
２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 株式分割による増加       699,295株 

 単元未満株式の買取による増加   8,719株 

減少数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買増請求による売渡  121株 

  
３ 新株予約権等に関する事項 

   該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  

 (2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後と

なるもの 

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 31,940,682 15,970,341 ― 47,911,023

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 1,398,589 708,014 121 2,106,482

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月29日 
定時株主総会

普通株式 687 22.50 平成18年３月31日 平成18年６月29日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成18年11月９日 
取締役会

普通株式 利益剰余金 687 15.00 平成18年９月30日 平成18年12月８日



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 
  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１ 現金及び現金同等物の中間期
末残高と中間連結貸借対照表
に掲記されている科目の金額
との関係
現金及び 
預金勘定

26,251百万円

預入期間が 
３カ月を超える 
定期預金

△500百万円

現金及び 
現金同等物

25,751百万円

※１ 現金及び現金同等物の中間期
末残高と中間連結貸借対照表
に掲記されている科目の金額
との関係
現金及び 
預金勘定

30,581百万円

預入期間が
３カ月を超える
定期預金

△4,500百万円

現金及び 
現金同等物

26,081百万円

※１ 現金及び現金同等物の期末残
高と連結貸借対照表に掲記さ
れている科目の金額との関係

現金及び
預金勘定

35,029百万円

預入期間が
３カ月を超える 
定期預金

△500百万円

現金及び
現金同等物

34,529百万円

※２ 株式の取得により新たに連結
子会社となった会社の資産及
び負債の主な内訳
株式の取得により新たに連結
したことに伴う連結開始時の
資産及び負債の内訳並びに株
式の取得価額と取得等のため
の支出(純額)との関係は、次
のとおりであります。
会社名
㈱ヴィクトリア
㈱プラスタス
 計２社
流動資産 9,735百万円
固定資産 6,338百万円
流動負債 △8,557百万円
固定負債 △231百万円
連結調整勘定 △4,192百万円
新規連結子会
社の取得価額

3,092百万円

現金及び 
現金同等物

△892百万円

連結範囲の変
更を伴う子会
社株式の取得
による支出

2,199百万円

※２    ――――― ※２ 株式の取得により新たに連結
子会社となった会社の資産及
び負債の主な内訳
株式の取得により新たに連結
したことに伴う連結開始時の
資産及び負債の内訳並びに株
式の取得価額と取得等のため
の支出(純額)との関係は、次
のとおりであります。
会社名
㈱ヴィクトリア
㈱プラスタス
計２社

流動資産 9,735百万円
固定資産 6,338百万円
流動負債 △8,557百万円
固定負債 △231百万円
連結調整勘定 △4,192百万円
新規連結子会
社の取得価額

3,092百万円

現金及び
現金同等物

△892百万円

連結範囲の変
更を伴う子会
社株式の取得
による支出

2,199百万円



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外の
ファイナンス・リース取引
① リース物件の取得価額相当
額、減価償却累計額相当額、
減損損失累計額相当額及び中
間連結会計期間末残高相当額

１ リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外の
ファイナンス・リース取引
① リース物件の取得価額相当
額、減価償却累計額相当額、
減損損失累計額相当額及び中
間連結会計期間末残高相当額

１ リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外の
ファイナンス・リース取引
① リース物件の取得価額相当
額、減価償却累計額相当額、
減損損失累計額相当額及び期
末残高相当額

取得価額
相当額
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

減損損失
累計額 
相当額 
(百万円)

中間連結
会計期間
末残高 
相当額 
(百万円)

有形固 
定資産 
その他

5,577 3,363 75 2,138

取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

減損損失
累計額 
相当額 
(百万円)

中間連結
会計期間
末残高 
相当額 
(百万円)

有形固 
定資産 
その他

4,423 2,781 119 1,522

取得価額
相当額
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

減損損失
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

有形固
定資産
その他

4,559 2,595 119 1,844

② 未経過リース料中間連結会計
期間末残高相当額及びリース
資産減損勘定中間連結会計期
間末残高
未経過リース料中間連結会計
期間末残高相当額
１年内 739百万円
１年超 1,539百万円
合計 2,279百万円
リース資産減損
勘定中間連結会
計期間末残高

56百万円

② 未経過リース料中間連結会計
期間末残高相当額及びリース
資産減損勘定中間連結会計期
間末残高
未経過リース料中間連結会計
期間末残高相当額
１年内 592百万円
１年超 1,253百万円
合計 1,845百万円
リース資産減損
勘定中間連結会
計期間末残高

69百万円  

② 未経過リース料期末残高相当
額及びリース資産減損勘定期
末残高
未経過リース料期末残高相当
額
１年内 663百万円
１年超 1,354百万円
合計 2,017百万円
リース資産減損
勘定期末残高

88百万円

③ 支払リース料、リース資産減
損勘定の取崩額、減価償却費
相当額、支払利息相当額及び
減損損失
支払リース料 358百万円
リース資産減損
勘定の取崩額

13百万円

減価償却費相当額 323百万円
支払利息相当額 16百万円
減損損失 ―百万円

③ 支払リース料、リース資産減
損勘定の取崩額、減価償却費
相当額、支払利息相当額及び
減損損失
支払リース料 414百万円
リース資産減損
勘定の取崩額

19百万円

減価償却費相当額 364百万円
支払利息相当額 28百万円
減損損失 ―百万円

③ 支払リース料、リース資産減
損勘定の取崩額、減価償却費
相当額、支払利息相当額及び
減損損失
支払リース料 797百万円
リース資産減損
勘定の取崩額

25百万円

減価償却費相当額 719百万円
支払利息相当額 49百万円
減損損失 42百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、
残存価額を零とする定額法に
よっております。

④ 減価償却費相当額の算定方法
同左

④ 減価償却費相当額の算定方法
同左

⑤ 利息相当額の算定方法
リース料総額とリース物件の
取得価額相当額との差額を利
息相当額とし、各期への配分
方法については、利息法によ
っております。

⑤ 利息相当額の算定方法
同左

⑤ 利息相当額の算定方法
同左

２ オペレーティング・リース取引
未経過リース料
１年内 2百万円
１年超 7百万円
合計 9百万円

２ オペレーティング・リース取引
未経過リース料
１年内 318百万円
１年超 2,867百万円
合計 3,185百万円

２ オペレーティング・リース取引
未経過リース料
１年内 316百万円
１年超 3,027百万円
合計 3,343百万円



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 
１. 時価のある有価証券 
  

 
  
２. 時価評価されていない主な有価証券 
  

 
(注) 当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式についての減損処理はありません。 

なお、時価のある銘柄は中間連結決算日における時価が帳簿価額を30％以上下回っている銘柄について一律減
損処理しております。また、時価のない銘柄は、帳簿価額に対して実質価額が50％以上下落した銘柄を減損処
理することとしております。 

  
  
当中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 
１. 時価のある有価証券 
  

 
  
２. 時価評価されていない主な有価証券 
  

 
(注) 当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式についての減損処理はありません。 

なお、時価のある銘柄は中間連結決算日における時価が帳簿価額を30％以上下回っている銘柄について一律減
損処理しております。また、時価のない銘柄は、帳簿価額に対して実質価額が50％以上下落した銘柄を減損処
理することとしております。 

  
前連結会計年度末(平成18年３月31日) 
１. 時価のある有価証券 
  

 
  
２. 時価評価されていない主な有価証券 
  

 
(注) 当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式についての減損処理はありません。 

なお、時価のある銘柄は決算日における時価が帳簿価額を30％以上下回っている銘柄について一律減損処理し
ております。また、時価のない銘柄は、帳簿価額に対して実質価額が50％以上下落した銘柄を減損処理するこ
ととしております。 

  

区分
取得原価 
(百万円)

中間連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額 
(百万円)

その他有価証券

株式 332 843 511

内容
中間連結貸借対照表計上額 

(百万円)

(1) 満期保有目的の債券

コマーシャル・ペーパー 499

(2) その他有価証券

非上場株式 13

区分
取得原価 
(百万円)

中間連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額 
(百万円)

その他有価証券

株式 824 1,216 391

内容
中間連結貸借対照表計上額 

(百万円)

(1) 満期保有目的の債券

コマーシャル・ペーパー 499

(2) その他有価証券

非上場株式 13

区分
取得原価 
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額 
(百万円)

その他有価証券

株式 824 1,438 613

内容
連結貸借対照表計上額 

(百万円)

(1) 満期保有目的の債券

コマーシャル・ペーパー 499

(2) その他有価証券

非上場株式 13



次へ 

(デリバティブ取引関係) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

  

 
(注) １．時価の算出方法 

  時価の算出方法については、取引金融機関から提示された価格によっております。 

２．契約額等の( )内の金額はオプション料を記載しておりますが、通貨オプション取引はいわゆるゼロコスト

オプション取引であり、オプション料の授受はありません。 

  

(ストック・オプション等関係) 

該当事項はありません。 

  

(セグメント情報) 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日)、当中間連結会計期間(自 平成18

年４月１日 至 平成18年９月30日)及び前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31

日) 

  

【事業の種類別セグメント情報】 

一般小売事業部門の売上高、営業利益の金額が、それぞれ売上高合計、営業利益の生じているセグメ

ントの営業利益合計額の90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しておりま

す。 

  

【所在地別セグメント情報】 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

【海外売上高】 

海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

対象物の 
種類

取引の種類

前中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日)

契約額等
(百万円)

時価 
(百万円)

評価損益
(百万円)

契約額等
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

契約額等 
(百万円)

時価 
(百万円)

評価損益
(百万円)

市場取引 
以外の取引

オプション取引

買建コール USD USD USD

通貨 米ドル 5百万 10 △39 1百万 3 △5 2百万 8 △14

(50) (8) (23)

売建プット USD USD USD

米ドル 11百万 49 97 2百万 0 31 5百万 10 68

(146) (31) (78)

金利 スワップ取引 120 △2 △2 ― ― ― 104 △1 △1

合計 ― ― 55 ― ― 26 ― ― 51



(１株当たり情報) 
  

 
(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり中間(当期)純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額 

 
２ 株式分割について 

  当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  当社は、平成18年４月１日付で普通株式１株に対し普通株式1.5株の割合で株式分割を行いました。 

  前期首に当該株式分割が行われたと仮定した場合における（１株当たり情報）の各数値はそれぞれ以下の 

  とおりであります。 

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 2,252円49銭 １株当たり純資産額 1,640円51銭 １株当たり純資産額 2,387円14銭

１株当たり中間純利益
金額

79円39銭
１株当たり中間純利益
金額

67円41銭
１株当たり当期純利益 
金額

228円18銭

潜在株式調整後１株 
当たり中間純利益金額

79円33銭
潜在株式調整後１株
当たり中間純利益金額

67円31銭
潜在株式調整後１株
当たり当期純利益金額

227円98銭

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり中間(当期)純利益金額

中間(当期)純利益(百万円) 2,435 3,087 6,996

普通株主に帰属しない金額 
(百万円)

― ― 11

(うち利益処分による役員賞与金 
(百万円))

(―) (―) (11)

普通株式に係る中間(当期)純利益
(百万円)

2,435 3,087 6,984

普通株式の期中平均株式数(千株) 30,681 45,807 30,610

潜在株式調整後１株当たり中間 
(当期)純利益金額

中間(当期)純利益調整額(百万円) ― ― ―

普通株式増加数(千株) 21 69 26

(うち新株予約権(千株)) (21) (69) (26)
希薄化効果を有しない為、潜在株式
調整後１株当たり中間(当期)純利益
の算定に含めなかった潜在株式の概
要

――――― ――――― ―――――

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 1,501円66銭 １株当たり純資産額 1,591円43銭

１株当たり中間純利益
金額

52円92銭
１株当たり当期純利益
金額

152円12銭

潜在株式調整後１株 
当たり中間純利益金額

52円89銭
潜在株式調整後１株
当たり当期純利益金額

151円99銭



(重要な後発事象) 

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

――――― 
 

―――――
 

 

 

１ 株式分割
当社は、平成17年12月20日開催の取
締役会に基づき、株式分割による新
株式の発行を行っております。 
当該株式分割の内容は、下記のとお
りであります。 
①平成18年４月１日付をもって平成 
 18年３月31日最終の株主名簿及び 
 実質株主名簿に記載された株主の 
 所有株式数を１株につき1.5株の 
 割合をもって分割する。 
②分割により増加する株式数 
 普通株式 15,970,341株 
③配当起算日 平成18年４月１日 
④行使価格の調整 
 今回の株式分割に伴い、旧商法第 
 280条ノ20及び第280条ノ21の規定 
 により平成17年６月29日の定時株 
 主総会で決議されたストックオプ 
 ションの発行価額を次のとおり調 
 整いたします。

調整後 
発行価額

調整前
発行価額

平成17年６月29日 
定時株主総会 2,787円 4,180円

前期首に当該株式分割が行われたと
仮定した場合における（１株当たり
情報）の各数値はそれぞれ以下のと
おりであります。
前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり
純資産額

1,472.59円
１株当たり
純資産額

1,591.43円

１株当たり
当期純利益
金額

73.12円
１株当たり
当期純利益
金額

152.12円

潜在株式調
整後１株当
たり当期純
利益金額

73.12円

潜在株式調
整後１株当
たり当期純
利益金額

151.99円

２ 子会社の設立 
当社は平成18年６月26日付でゼビオ
カード株式会社を設立いたしまし
た。 
①設立の目的 
 当社及び子会社の株式会社ヴィク 
 トリアは提携クレジットカード、 
 ポイントカード会員を多数有して 
 おります。今後、自らがカード発 
 行体となり、ゼビオグループの総 
 合的な顧客サービスの提供と新た 
 な金融収益の獲得を可能とするた 
 め、ゼビオカード株式会社を設立 
 いたしました。 
②事業内容 
 クレジットカード事業、割賦販売 
 事業、融資事業等 
③設立会社の概要 
 設立年月日   平成18年６月26日 
 所在地     福島県郡山市朝日 
         三丁目７番35号 
 代表者     石井道夫(当社代 
         表取締役専務) 
 資本の額    50百万円 
 株主構成    ゼビオ株式会社 
         (100％) 
 発行済株式総数 1,000株 
 決算期     ３月



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 
  

 
  

前中間会計期間末
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 

番号
金額(百万円)

構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 25,238 27,945 30,955

 ２ 受取手形 ― 8 ―

 ３ 売掛金 1,730 1,835 1,940

 ４ 有価証券 499 499 499

 ５ たな卸資産 20,713 20,611 23,005

 ６ その他 2,324 1,946 1,744

   貸倒引当金 △0 △1 △0

   流動資産合計 50,506 54.3 52,845 54.2 58,145 57.2

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１

  (1) 建物 8,294 8,651 8,293

  (2) 土地 6,384 6,981 7,047

  (3) その他 1,927 2,632 1,868

   有形固定資産合計 16,605 17.9 18,265 18.7 17,209 17.0

 ２ 無形固定資産 410 0.4 728 0.7 506 0.5

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 856 1,229 1,451

  (2) 長期貸付金 1,570 1,579 1,600

  (3) 差入保証金 9,063 8,682 8,730

  (4) 敷金 6,655 7,202 6,847

  (5) その他 ※１ 7,869 7,334 7,637

   貸倒引当金 △525 △302 △550

   投資その他の 
   資産合計

25,489 27.4 25,726 26.4 25,716 25.3

   固定資産合計 42,505 45.7 44,720 45.8 43,431 42.8

   資産合計 93,012 100.0 97,565 100.0 101,577 100.0



 
  

前中間会計期間末
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 

番号
金額(百万円)

構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 2,227 2,046 2,504

 ２ 支払信託 10,439 9,255 12,883

 ３ 買掛金 4,774 5,124 6,967

 ４ 未払法人税等 1,604 1,940 2,170

 ５ 賞与引当金 420 434 424

 ６ 役員賞与引当金 ― 7 ―

 ７ ポイントサービス 
   引当金

692 655 709

 ８ その他 1,952 2,345 2,290

   流動負債合計 22,111 23.8 21,809 22.4 27,949 27.5

Ⅱ 固定負債

 １ 退職給付引当金 1,254 1,396 1,321

 ２ 役員退職慰労引当金 50 65 57

 ３ 預り保証金 529 440 470

 ４ その他 56 69 88

   固定負債合計 1,891 2.0 1,972 2.0 1,938 1.9

   負債合計 24,002 25.8 23,781 24.4 29,888 29.4

(資本の部)

Ⅰ 資本金 15,935 17.1 ― ― 15,935 15.7

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 15,907 ― 15,907

 ２ その他資本剰余金 168 ― 179

   資本剰余金合計 16,075 17.3 ― ― 16,086 15.8

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 802 ― 802

 ２ 任意積立金 36,650 ― 36,650

 ３ 中間(当期)未処分 
   利益

3,370 ― 5,843

   利益剰余金合計 40,823 43.9 ― ― 43,296 42.6

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金

304 0.3 ― ― 365 0.4

Ⅴ 自己株式 △4,129 △4.4 ― ― △3,995 △3.9

   資本合計 69,009 74.2 ― ― 71,688 70.6

   負債資本合計 93,012 100.0 ― ― 101,577 100.0



 
  

前中間会計期間末
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 

番号
金額(百万円)

構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 15,935 16.3

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 15,907

  (2) その他資本剰余金 179

   資本剰余金合計 16,086 16.5

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 802

  (2) その他利益剰余金

    別途積立金 40,850

    繰越利益剰余金 3,904

   利益剰余金合計 45,557 46.7

 ４ 自己株式 △4,029 △4.1

   株主資本合計 73,550 75.4

Ⅱ 評価・換算差額等

   その他有価証券評価 
   差額金

233 0.2

   評価・換算差額等合計 233 0.2

   純資産合計 73,783 75.6

   負債純資産合計 97,565 100.0



② 【中間損益計算書】 
  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 

番号
金額(百万円)

百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 50,126 100.0 50,642 100.0 103,558 100.0

Ⅱ 売上原価 32,366 64.6 31,514 62.2 66,554 64.3

   売上総利益 17,759 35.4 19,128 37.8 37,004 35.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※５ 14,010 27.9 14,233 28.1 27,960 27.0

   営業利益 3,748 7.5 4,894 9.7 9,044 8.7

Ⅳ 営業外収益 ※１ 720 1.4 578 1.1 1,363 1.3

Ⅴ 営業外費用
※２ 

※５
415 0.8 347 0.7 811 0.7

   経常利益 4,052 8.1 5,125 10.1 9,596 9.3

Ⅵ 特別利益 ※３ 175 0.3 20 0.1 184 0.2

Ⅶ 特別損失
※４ 

※６
103 0.2 98 0.2 584 0.6

   税引前中間(当期) 
   純利益

4,124 8.2 5,046 10.0 9,197 8.9

   法人税、住民税 
   及び事業税

1,520 1,839 3,832

   法人税等調整額 186 1,706 3.4 247 2,086 4.2 △59 3,772 3.7

   中間(当期)純利益 2,417 4.8 2,959 5.8 5,424 5.2

   前期繰越利益 953 953

   中間配当額 ― 533

   中間(当期)未処分 
   利益

3,370 5,843



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
(注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

その他 
資本剰余金

資本剰余金 
合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金 
合計

別途積立金
繰越利益 
剰余金

平成18年３月31日残高 
(百万円)

15,935 15,907 179 16,086 802 36,650 5,843 43,296 △3,995 71,323

中間会計期間中の 
変動額

 剰余金の配当 (注) △687 △687 △687

 役員賞与 (注) △11 △11 △11

 中間純利益 2,959 2,959 2,959

 別途積立金の積立 4,200 △4,200

 自己株式の取得 △34 △34

 自己株式の処分 0 0 0 0

 株主資本以外の項目 
 の中間会計期間中 
 の変動額(純額)

中間会計期間中の変動 
額合計(百万円)

0 0 4,200 △1,938 2,261 △34 2,226

平成18年９月30日残高 
(百万円)

15,935 15,907 179 16,086 802 40,850 3,904 45,557 △4,029 73,550

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券 
評価差額金

評価・換算差額等合計

平成18年３月31日残高 
(百万円)

365 365 71,688

中間会計期間中の 
変動額

 剰余金の配当 (注) △687

 役員賞与 (注) △11

 中間純利益 2,959

 別途積立金の積立

 自己株式の取得 △34

 自己株式の処分 0

 株主資本以外の項目 
 の中間会計期間中 
 の変動額(純額)

△132 △132 △132

中間会計期間中の変動 
額合計(百万円)

△132 △132 2,094

平成18年９月30日残高 
(百万円)

233 233 73,783



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 資産の評価基準及
び評価方法

(1) 有価証券
  満期保有目的の債券
  …償却原価法(定額法)
  子会社株式
  …移動平均法による原

価法
  その他有価証券
   時価のあるもの
   …中間決算日の市場

価格等に基づく時
価法 ( 評価差額
は、全部資本直入
法により処理し、
売却原価は移動平
均法により算定)

   時価のないもの
   …移動平均法による

原価法

(1) 有価証券
 満期保有目的の債券
 …同左
 子会社株式
  …同左

 その他有価証券
  時価のあるもの
  …中間決算日の市場

価格等に基づく時
価法 ( 評価差額
は、全部純資産直
入法により処理
し、売却原価は移
動平均法により算
定)

時価のないもの
  …同左

(1) 有価証券
 満期保有目的の債券
 …同左
 子会社株式
 …同左

 その他有価証券
  時価のあるもの
  …決算日の市場価格

等に基づく時価法
(評価差額は、全
部資本直入法によ
り処理し、売却原
価は移動平均法に
より算定)

  時価のないもの
  …同左

(2) デリバティブ 
  …時価法

(2) デリバティブ
…同左

(2) デリバティブ
…同左

(3) たな卸資産
  商品…個別法による原

価法

(3) たな卸資産
 商品…同左

(3) たな卸資産
 商品…同左

２ 固定資産の減価償
却の方法

(1) 有形固定資産及び賃貸
不動産
…定率法
なお、主な耐用年数
は、以下のとおりであ
ります。
建物及び 
構築物

３～50年

器具備品 
(その他)

３～20年

(1) 有形固定資産及び賃貸
不動産
…同左

同左

(1) 有形固定資産及び賃貸
不動産
…同左

同左

(2) 無形固定資産
…定額法
なお、自社利用のソフ
トウェアについては、
社内における利用可能
期間(５年)に基づく定
額法を採用しておりま
す。

(2) 無形固定資産
  …同左

(2) 無形固定資産 
  …同左

(3) 長期前払費用 
  …定額法

(3) 長期前払費用
…同左

(3) 長期前払費用
…同左

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金
  …売上債権等の貸倒損

失に備えるため、一
般債権については貸
倒実績率により、貸
倒懸念債権等特定の
債権については個別
に回収可能性を検討
し、回収不能見込額
を計上しておりま
す。

(1) 貸倒引当金
…同左

(1) 貸倒引当金
…同左

(2) 賞与引当金
  …従業員に対して支給

する賞与の支出に充
てるため、支給見込
額基準により計上し
ております。

(2) 賞与引当金
  …同左

(2) 賞与引当金
 …同左



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

――――― (3) 役員賞与引当金
 …役員に対して支給す
る賞与の支出に充て
るため、当事業年度
における支給見込額
に基づき、当中間会
計期間に見合う分を
計上しております。

（会計方針の変更）
当中間会計期間より「役員
賞与に関する会計基準」
（企業会計基準委員会 平
成17年11月29日 企業会計
基準第４号）を適用してお
ります。 
この結果、従来の方法に比
べて、営業利益、経常利益
及び税引前中間純利益が、
７百万円減少しておりま
す。

―――――

(4) ポイントサービス引当
金

  …会員カードによるポ
イントサービス制度
に基づき、顧客に付
与したポイントの利
用に備えるため、利
用実績率に基づき将
来利用されると見込
まれる額を計上して
おります。

(4) ポイントサービス引当
金

 …同左

(4) ポイントサービス引当
金

 …同左

(5) 退職給付引当金
  …従業員の退職給付に

備えるため、当事業
年度末における退職
給付債務及び年金資
産の見込額に基づ
き、当中間会計期間
末において発生して
いると認められる額
を計上しておりま
す。
過去勤務債務は、そ
の発生時の従業員の
平均残存勤務期間以
内の一定の年数(10
年)による定額法に
より費用処理してお
ります。
数理計算上の差異
は、各事業年度の発
生時における従業員
の平均残存勤務期間
以内の一定の年数
(10年)による定額法
により按分した額を
それぞれ発生の翌事
業年度から費用処理
しております。

(5) 退職給付引当金
 …従業員の退職給付に
備えるため、当事業
年度末における退職
給付債務及び年金資
産の見込額に基づ
き、当中間会計期間
末において発生して
いると認められる額
を計上しておりま
す。
過去勤務債務は、そ
の発生時の従業員の
平均残存勤務期間以
内の一定の年数(10
年)による定額法に
より費用処理してお
ります。
数理計算上の差異
は、各事業年度の発
生時における従業員
の平均残存勤務期間
以内の一定の年数
(10年)による定額法
により按分した額を
それぞれ発生の翌事
業年度から損益処理
しております。

(5) 退職給付引当金
 …従業員の退職給付に
備えるため、当事業
年度末における退職
給付債務及び年金資
産の見込額に基づき
計上しております。
過去勤務債務は、そ
の発生時の従業員の
平均残存勤務期間以
内の一定の年数(10
年)による定額法に
より費用処理してお
ります。
数理計算上の差異
は、各事業年度の発
生時における従業員
の平均残存勤務期間
以内の一定の年数
(10年)による定額法
により按分した額を
それぞれ発生の翌事
業年度から損益処理
することとしており
ます。



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

（追加情報） 
当社は、確定給付企業年金
法の施行に伴い、厚生年金
基金の代行部分について、
平成17年９月１日に厚生労
働大臣から将来分支給義務
免除の認可を受けておりま
す。
当中間会計期間末日現在に
おいて測定された返還相当
額 (最低責任準備金 )は
1,188百万円であり、当該
返還相当額(最低責任準備
金)の支払が当中間会計期
間末日に行われたと仮定し
て、「退職給付会計に関す
る実務指針(中間報告)」
(日本公認会計士協会会計
制度委員会報告第13号)第
44-２項を適用した場合に
生じる特別利益の見込額は
745百万円であります。

（追加情報）
当社は、確定給付企業年金
法の施行に伴い、厚生年金
基金の代行部分について、
平成17年９月１日に厚生労
働大臣から将来分支給義務
免除の認可を受けておりま
す。
当中間会計期間末日現在に
おいて測定された返還相当
額 (最低責任準備金 )は
1,180百万円であり、当該
返還相当額(最低責任準備
金)の支払が当中間会計期
間末日に行われたと仮定し
て、「退職給付会計に関す
る実務指針(中間報告)」
(日本公認会計士協会会計
制度委員会報告第13号)第
44-２項を適用した場合に
生じる特別利益の見込額は
807百万円であります。

（追加情報） 
当社は、確定給付企業年金
法の施行に伴い、厚生年金
基金の代行部分について、
平成17年９月１日に厚生労
働大臣から将来分支給義務
免除の認可を受けておりま
す。
当事業年度末日現在におい
て測定された返還相当額
(最低責任準備金)は1,167
百万円であり、当該返還相
当額(最低責任準備金)の支
払が当事業年度末日に行わ
れたと仮定して、「退職給
付会計に関する実務指針
(中間報告)」(日本公認会
計士協会会計制度委員会報
告第13号)第44-２項を適用
した場合に生じる特別利益
の見込額は782百万円であ
ります。

(6) 役員退職慰労引当金
  …役員の退職慰労金の

支出に備えるため、
内規に基づく中間会
計期間末要支給額を
計上しております。

(6) 役員退職慰労引当金
 …同左

(6) 役員退職慰労引当金
 …役員の退職慰労金の
支出に備えるため、
内規に基づく期末要
支給額を計上してお
ります。

４ 外貨建の資産及
び負債の本邦通
貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、中
間決算日の直物為替相場に
より円貨に換算し、換算差
額は損益として処理してお
ります。

同左 外貨建金銭債権債務は、決
算日の直物為替相場により
円貨に換算し、換算差額は
損益として処理しておりま
す。

５ リース取引の処
理方法

リース物件の所有権が借主
に移転すると認められるも
の以外のファイナンス・リ
ース取引については、通常
の賃貸借取引に係る方法に
準じた会計処理によってお
ります。

同左 同左  

６ その他中間財務
諸表(財務諸表)
作成のための基
本となる重要な
事項

(1) 消費税等の処理方法
消費税等の会計処理は
税抜方式によっており
ます。
なお、仮払消費税等及
び仮受消費税等は相殺
のうえ、流動負債の
「その他」に含めて表
示しております。

(1) 消費税等の処理方法
同左

(1) 消費税等の処理方法
消費税等の会計処理は
税抜方式によっており
ます。



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 
  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

――――― 
 

（貸借対照表の純資産の部の表示に
関する会計基準等） 
当中間会計期間から「貸借対照表の
純資産の部の表示に関する会計基
準」（企業会計基準委員会 平成17
年12月９日 企業会計基準第５号）
及び「貸借対照表の純資産の部の表
示に関する会計基準等の適用指針」
（企業会計基準委員会 平成17年12
月９日 企業会計基準適用指針第８
号）を適用しております。 
これによる損益に与える影響はあり
ません。 
なお、従来の「資本の部」の合計に
相当する金額は73,783百万円であり
ます。 
中間財務諸表等規則の改正により、
当中間会計期間における中間財務諸
表は、改正後の中間財務諸表等規則
により作成しております。

――――― 
 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 
  

 
  

(中間損益計算書関係) 
  

 
  

前中間会計期間末
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度末
(平成18年３月31日)

※１ 有形固定資産及び賃貸不動産
の減価償却累計額は次のとお
りであります。
有形固定資産 12,962百万円
賃貸不動産 3,819百万円

※１ 有形固定資産及び賃貸不動産
の減価償却累計額は次のとお
りであります。
有形固定資産 14,270百万円
賃貸不動産 3,358百万円

※１ 有形固定資産及び賃貸不動産
の減価償却累計額は次のとお
りであります。
有形固定資産 13,678百万円
賃貸不動産 3,487百万円

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１ 営業外収益の主な内訳
受取利息 65百万円
不動産賃貸収入 454百万円
為替差益 116百万円
有価証券利息 24百万円

※１ 営業外収益の主な内訳
受取利息 56百万円
不動産賃貸収入 423百万円
為替差益 10百万円
有価証券利息 8百万円  

※１ 営業外収益の主な内訳
受取利息 149百万円
不動産賃貸収入 894百万円
為替差益 191百万円

※２ 営業外費用の主な内訳
不動産賃貸費用 407百万円

※２ 営業外費用の主な内訳
不動産賃貸費用 342百万円

※２ 営業外費用の主な内訳
不動産賃貸費用 800百万円

※３ 特別利益の主な内訳
貸倒引当金戻入益 43百万円
営業譲渡益 122百万円  

※３ 特別利益の主な内訳
固定資産売却益 15百万円

※３ 特別利益の主な内訳
貸倒引当金戻入益 53百万円
営業譲渡益 121百万円

 

※４ 特別損失の主な内訳
減損損失 33百万円
敷金・保証金 
解約損

60百万円  

※４ 特別損失の主な内訳
減損損失 80百万円
固定資産除却損 17百万円

※４ 特別損失の主な内訳
減損損失 187百万円
子会社株式評価損 170百万円
割増退職金 75百万円
敷金・保証金 
解約損

60百万円

※５ 減価償却実施額
有形固定資産 683百万円
無形固定資産 70百万円
賃貸不動産 57百万円

※５ 減価償却実施額
有形固定資産 703百万円
無形固定資産 77百万円
賃貸不動産 41百万円

※５ 減価償却実施額
有形固定資産 1,412百万円
無形固定資産 156百万円
賃貸不動産 133百万円

 

※６ 減損損失
   当中間会計期間において、当

社は以下の資産グループにつ
いて減損損失を計上いたしま
した。
場所 用途 種類

営業店舗 店舗設備
建物及び
土地等

賃貸店舗等 店舗設備等
建物及び
土地等

   当社は、各店舗設備単位を資
産グループとして減損会計を
適用しております。減損は業
績不振等を要因としており、
各資産グループの帳簿価額を
回収可能価額まで減額し、当
該減少額を減損損失（33百万
円）として特別損失に計上い
たしました。その内訳は、建
物23百万円、建物附属設備５
百万円、構築物２百万円及び
器具備品１百万円でありま
す。

   なお、資産グループの回収可
能価額は使用価値により測定
しており、将来キャッシュ・
フローを5.0％で割り引いて
算定しております。

 

※６ 減損損失
   当中間会計期間において、当

社は以下の資産グループにつ
いて減損損失を計上いたしま
した。
場所 用途 種類

営業店舗 店舗設備
建物及び
土地等

賃貸店舗等 店舗設備等 建物等

   当社は、各店舗設備単位を資
産グループとして減損会計を
適用しております。減損は業
績不振等を要因としており、
各資産グループの帳簿価額を
回収可能価額まで減額し、当
該減少額を減損損失（80百万
円）として特別損失に計上い
たしました。その内訳は、建
物14百万円、土地65百万円及
びその他０百万円でありま
す。

   なお、資産グループの回収可
能価額は使用価値等により測
定しており、将来キャッシ
ュ・フローを5.0％で割り引
いて算定しております。

 

※６ 減損損失
  当事業年度において、当社は
以下の資産グループについて
減損損失を計上いたしまし
た。
場所 用途 種類

営業店舗 店舗設備 建物等

賃貸店舗等 店舗設備等 建物等

  当社は、各店舗設備単位を資
産グループとして減損会計を
適用しております。減損は業
績不振等を要因としており、
各資産グループの帳簿価額を
回収可能価額まで減額し、当
該減少額を減損損失（187百
万円）として特別損失に計上
いたしました。その内訳は、
建物94百万円、構築物８百万
円、器具備品27百万円、賃貸
不動産14百万円及びその他42
百万円であります。

  なお、資産グループの回収可
能価額は使用価値等により測
定しており、将来キャッシ
ュ・フローを5.0％で割り引
いて算定しております。



(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 自己株式に関する事項 

   
  （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

   株式分割による増加       699,295株 

   単元未満株式の買取による増加   8,719株 

  減少数の主な内訳は、次の通りであります。 

   単元未満株式の買増請求による売渡  121株 

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株） 1,398,589 708,014 121 2,106,482



(リース取引関係) 
  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外の
ファイナンス・リース取引
① リース物件の取得価額相当
額、減価償却累計額相当額、
減損損失累計額相当額及び中
間会計期間末残高相当額

１ リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外の
ファイナンス・リース取引
① リース物件の取得価額相当
額、減価償却累計額相当額、
減損損失累計額相当額及び中
間会計期間末残高相当額

１ リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外の
ファイナンス・リース取引
① リース物件の取得価額相当
額、減価償却累計額相当額、
減損損失累計額相当額及び期
末残高相当額

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

減損損失
累計額 
相当額 
(百万円)

中間会計
期間末 
残高 
相当額 
(百万円)

有形固 
定資産 
その他

4,367 2,667 75 1,625

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

減損損失
累計額 
相当額 
(百万円)

中間会計
期間末 
残高 
相当額 
(百万円)

有形固 
定資産 
その他

3,640 2,215 119 1,305

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

減損損失
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

有形固
定資産
その他

3,440 1,928 119 1,392

② 未経過リース料中間会計期間
末残高相当額及びリース資産
減損勘定中間会計期間末残高
未経過リース料中間会計期間
末残高相当額
１年内 569百万円
１年超 1,163百万円
合計 1,732百万円
リース資産減損
勘定中間会計期
間末残高

56百万円

② 未経過リース料中間会計期間
末残高相当額及びリース資産
減損勘定中間会計期間末残高
未経過リース料中間会計期間
末残高相当額
１年内 443百万円
１年超 1,007百万円
合計 1,450百万円
リース資産減損
勘定中間会計期
間末残高

69百万円
 

② 未経過リース料期末残高相当
額及びリース資産減損勘定期
末残高
未経過リース料期末残高相当
額
１年内 493百万円
１年超 1,047百万円
合計 1,541百万円
リース資産減損 
勘定期末残高

88百万円

③ 支払リース料、リース資産減
損勘定の取崩額、減価償却費
相当額、支払利息相当額及び
減損損失
支払リース料 357百万円
リース資産減損 
勘定の取崩額

13百万円

減価償却費相当額 322百万円
支払利息相当額 16百万円
減損損失 ―百万円

③ 支払リース料、リース資産減
損勘定の取崩額、減価償却費
相当額、支払利息相当額及び
減損損失
支払リース料 303百万円
リース資産減損
勘定の取崩額

19百万円

減価償却費相当額 267百万円
支払利息相当額 13百万円
減損損失 ―百万円

③ 支払リース料、リース資産減
損勘定の取崩額、減価償却費
相当額、支払利息相当額及び
減損損失
支払リース料 681百万円
リース資産減損 
勘定の取崩額

25百万円

減価償却費相当額 618百万円
支払利息相当額 31百万円
減損損失 42百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、
残存価額を零とする定額法に
よっております。

④ 減価償却費相当額の算定方法
同左

④ 減価償却費相当額の算定方法
同左

⑤ 利息相当額の算定方法
リース料総額とリース物件の
取得価額相当額との差額を利
息相当額とし、各期への配分
方法については、利息法によ
っております。

⑤ 利息相当額の算定方法
同左

⑤ 利息相当額の算定方法
同左

２ オペレーティング・リース取引
未経過リース料
１年内 0百万円
１年超 2百万円
合計 3百万円

２ オペレーティング・リース取引
未経過リース料
１年内 117百万円
１年超 1,652百万円
合計 1,769百万円

２ オペレーティング・リース取引
未経過リース料
１年内 115百万円
１年超 1,711百万円
合計 1,827百万円



(有価証券関係) 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で

時価のあるものはありません。 

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  

(重要な後発事象) 

 
  

(2) 【その他】 

平成18年11月９日開催の取締役会において第35期の中間配当を行うことを決議いたしました。 

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

――――― 
 

―――――
 

 

１ 株式分割
当社は、平成17年12月20日開催の取
締役会に基づき、株式分割による新
株式の発行を行っております。 
当該株式分割の内容は、下記のとお
りであります。 
①平成18年４月１日付をもって平成 
 18年３月31日最終の株主名簿及び 
 実質株主名簿に記載された株主の 
 所有株式数を１株につき1.5株の 
 割合をもって分割する。 
②分割により増加する株式数 
 普通株式 15,970,341株 
③配当起算日 平成18年４月１日 
④行使価格の調整 
 今回の株式分割に伴い、旧商法第 
 280条ノ20及び第280条ノ21の規定 
 により平成17年６月29日の定時株 
 主総会で決議されたストックオプ 
 ションの発行価額を次のとおり調 
 整いたします。

調整後 
発行価額

調整前
発行価額

平成17年６月29日 
定時株主総会 2,787円 4,180円

前期首に当該株式分割が行われたと
仮定した場合における（１株当たり
情報）の各数値はそれぞれ以下のと
おりであります。

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

当事業年度 
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり
純資産額

1,479.99円
１株当たり
純資産額

1,564.55円

１株当たり
当期純利益
金額

72.13円
１株当たり
当期純利益
金額

117.88円

潜在株式調
整後１株当
たり当期純
利益金額

72.12円

潜在株式調
整後１株当
たり当期純
利益金額

117.78円

① 中間配当金総額 687百万円

② １株当たり配当額 15円00銭

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成18年12月８日



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
  

(1) 有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第34期)

自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日

平成18年６月29日 
関東財務局長に提出。

(2) 自己株券買付状況報告書 報告期間 自 平成18年３月１日 
至 平成18年３月31日

平成18年４月10日

自 平成18年４月１日 
至 平成18年４月30日

平成18年５月10日

自 平成18年５月１日 
至 平成18年５月31日

平成18年６月９日

自 平成18年６月１日 
至 平成18年６月29日

平成18年７月10日 
関東財務局長に提出。



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



 

  

 

ゼ  ビ  オ  株  式  会  社 

 
  

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲

げられているゼビオ株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中

間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すな

わち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当

監査法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判

断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査

は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査

法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断

している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財

務諸表の作成基準に準拠して、ゼビオ株式会社及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以 上
  
  

 
  

独立監査人の中間監査報告書

平成１７年１２月９日

  取   締   役   会  御中 

監査法人  ト  ー  マ  ツ

指定社員

業務執行社員
公認会計士  手  塚  仙  夫  ㊞

指定社員

業務執行社員
公認会計士  御 子 柴     顯  ㊞

(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



 

  

 

ゼ  ビ  オ  株  式  会  社 

 
  

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲

げられているゼビオ株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の中

間連結会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すな

わち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッ

シュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当

監査法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判

断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査

は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査

法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断

している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財

務諸表の作成基準に準拠して、ゼビオ株式会社及び連結子会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以 上
  
  

 
  

独立監査人の中間監査報告書

平成１８年１２月１１日

  取   締   役   会  御中 

監査法人  ト  ー  マ  ツ

指定社員

業務執行社員
公認会計士  手  塚  仙  夫  ㊞

指定社員

業務執行社員
公認会計士  御 子 柴     顯  ㊞

(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



 

  

 

ゼ  ビ  オ  株  式  会  社 

 
  

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲

げられているゼビオ株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第３４期事業年度

の中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわ

ち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当

監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的

手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、

中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の

作成基準に準拠して、ゼビオ株式会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了す

る中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以 上
  
  
  
  
  

 
  

独立監査人の中間監査報告書

平成１７年１２月９日

  取   締   役   会  御中 

監査法人  ト  ー  マ  ツ

指定社員

業務執行社員
公認会計士  手  塚  仙  夫  ㊞

指定社員

業務執行社員
公認会計士  御 子 柴     顯  ㊞

(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



 

  

 

ゼ  ビ  オ  株  式  会  社 

 
  

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲

げられているゼビオ株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第３５期事業年度

の中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわ

ち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この

中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意

見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当

監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的

手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、

中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の

作成基準に準拠して、ゼビオ株式会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了す

る中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以 上
  
  
  
  
  

 
  

独立監査人の中間監査報告書

平成１８年１２月１１日

  取   締   役   会  御中 

監査法人  ト  ー  マ  ツ

指定社員

業務執行社員
公認会計士  手  塚  仙  夫  ㊞

指定社員

業務執行社員
公認会計士  御 子 柴     顯  ㊞

(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。
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